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第 １ 号 議 案

平 成 ２ ８ 年 度 江 戸 川 区 一 般 会 計 予 算

平 成 ２ ８ 年 度 江 戸 川 区 の 一 般 会 計 の 予 算 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。

（ 歳 入 歳 出 予 算 ）

第 １ 条 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 は 、歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ ２ ３ ０ ８ ７ ２ ０ ６ ８ 千 円 と 定

め る 。

２ 歳 入 歳 出 予 算 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金 額 は 、 「 第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 」

に よ る 。

（ 継 続 費 ）

第 ２ 条 地 方 自 治 法 第 ２ １ ２ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 継 続 費 の 経 費 の 総 額 及 び 年 割 額

は 、 「 第 ２ 表 継 続 費 」 に よ る 。

（ 繰 越 明 許 費 ）

第 ３ 条 地 方 自 治 法 第 ２ １ ３ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 翌 年 度 に 繰 り 越 し て 使 用 す る こ

と が で き る 経 費 は 、 「 第 ３ 表 繰 越 明 許 費 」 に よ る 。

（ 債 務 負 担 行 為 ）

第 ４ 条 地 方 自 治 法 第 ２ １ ４ 条 の 規 定 に よ り 債 務 を 負 担 す る 行 為 が で き る 事 項 、期 間

及 び 限 度 額 は 、 「 第 ４ 表 債 務 負 担 行 為 」 に よ る 。

（ 特 別 区 債 ）

第 ５ 条 地 方 自 治 法 第 ２ ３ ０ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 起 こ す こ と が で き る 特 別 区 債 の

起 債 の 目 的 、限 度 額 、起 債 の 方 法 、利 率 及 び 償 還 の 方 法 は 、「 第 ５ 表 特 別 区 債 」に

よ る 。

（ 一 時 借 入 金 ）

第 ６ 条 地 方 自 治 法 第 ２ ３ ５ 条 の ３ 第 ２ 項 の 規 定 に よ る 一 時 借 入 金 の 借 入 れ の 最 高

額 は 、 ３ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 千 円 と 定 め る 。

（ 歳 出 予 算 の 流 用 ）

第 ７ 条 地 方 自 治 法 第 ２ ２ ０ 条 第 ２ 項 た だ し 書 の 規 定 に よ り 歳 出 予 算 の 各 項 の 経 費

の 金 額 を 流 用 す る こ と が で き る 場 合 は 、 次 の と お り と 定 め る 。

各 項 に 計 上 し た 給 料 、 職 員 手 当 等 及 び 共 済 費 に 係 る 予 算 額 に 過 不 足 を 生 じ た 場

合 に お け る 同 一 款 内 で の こ れ ら の 経 費 の 各 項 の 間 の 流 用 。

平 成 ２ ８ 年 ２ 月 １ ９ 日 提 出

江 戸 川 区 長 多 田 正 見
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０，０００
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金 ８０，０００，０００
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４ ２ 手 数 料 ７０ ５５，８３４
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１

３ 国 庫 委 託 金

特

１８，７００
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１７ 繰 入 金 ２，９３２，２６２
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商 工 ・ 農 業 水 産 費 １，

費

６７８，８１３

単

９

９ 福 祉 費 ７０，７

１

９２，４１８

４

１ 社 会 福 祉 費 ３０，

，

４９６，１６３

４

２ 生 活 保 護 費 ４０

１

，２９６，２５５

８

１０ 子 ど も 家 庭 費 ４７，８７８，０１６

（単位：千円）

科　　　　

位

    　目
金　　　　　　　　額

款 項

5

１

１ 児 童 福 祉 費

議

４７，８７８，０１６

会 １１ 健 康 費費 ２４，５７２，８０５９

１ 保 健 衛 生

１

費 ２４，５７２，８０

４

５

１２ 土 木

，

費 １８，６１４，５１

：

４

９

１ 土 木 管

１

理 費 ３，３０８，６０

８

０

２ 都 市 計 画 費 ６，５１３，３１４

３ 道 路 橋 梁 費 ８，７９２，６０５

１３ 教 育 費 ２５，１６６，７９

２

０

１ 教 育 費

経

２５，１６６，７９０

千

営

１４ 公 債 費

企

２，３５３，１１３

画

１ 公 債 費 ２，

費

３５３，１１３

３

１５ 予 備 費 ３００

，

，０００

１

３

予 備 費 ３００，０００

０

歳　　　出

２

　　　合　　　計 ２３

，

０，８７２，０６８

円

７３０

１ 経
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　　　　第　２　表　　  　　継　　続　　費　　

（ ）

款 項 事 業 名

１ ２ 土 木 費 ３ 道 路 橋 梁 費
新 中 川 橋 梁 新 設 改 良 費
松 本 橋 架 替



7

　　　　第　２　表　　  　　継　　続　　費　　

　　　　  　２４９,１５０

　　　　  　４７６,０５０

　　　　  　２９２,４００

　　　　  　３３６,０００

　　　　  　６８９,５００

　　　　  　４１０,９００

３１

３２

　　　２,４５４,０００

年 割 額総 額 年　度

３３

千円

２８

千円

３０

２９
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　　　第　３　表　　　　　　　繰　越　明　許　費

 　　　

１３ 教 育 費 １ 教 育 費

１２ 土 木 費 ３ 道 路 橋 梁 費

款 項
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　　　第　３　表　　　　　　　繰　越　明　許　費

都 市 計 画 道 路 整 備 費

（ 補 助 第 ２ ６ ４ 号 線 （ 北 小 岩 ） 　　　　　　４８０,７３８

・第２８８号線（南篠崎）外街路整備 ）

道 路 等 整 備 費

　　　　　　１１２,３００

（ 北 小 岩 七 丁 目 外 道 路 舗 装 ）

道 路 掘 さ く 復 旧 費

　　　　　　１１３,７７３

（ 大 杉 四 丁 目 外 道 路 舗 装 ）

水 門 等 維 持 補 修 費

　　　　　　１２４,１９３

（ 興 宮 樋 門 外 改 修 ）

葛西小学校・葛西中学校施設改築費

　　　　　　１８６,０００

（ 葛西小学校・葛西中学校改築設計 ）

千円

事 業 名 金 額
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第 ４ 表 債 務 負 担 行 為

事 項 期 間 限 度 額

私立高等学校、私立大学等入学

資金融資に伴う取扱金融機関に

対する損失補償

平成２８年度から

平成３５年度まで

私 立 高 等 学 校 、 私 立 大 学

等 に 入 学 す る 者 を も つ 保

護 者 等 が 平 成 ２ ８ 年 度 に

取 扱 金 融 機 関 か ら 融 資 を

受 け た 額 並 び に 回 収 不 能

が 生 じ た 場 合 の 利 子 等 損

失 額

３ ０ ０ ０ 千 円
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第 ５ 表 特 別 区 債

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方 法

証券発行又は普通貸借の方法によ

り政府その他より起債する。

証券発行の場合における発行価格

は、額面１００円につき９８円以

上とし発行価格が額面金額を下回

るときは、それぞれの発行価格差

減額をうめるために必要な金額を

それぞれの限度額に加算し、その

金額を限度額とすることもある。

学校施設 改築事業

千円

２ １７８ ０００

利 率

年５ ０％以内 （ただし、利率見

直し方式で借り入れる政府資金及

び地方公共団体金融機構資金につ

いて、利率の見直しを行った後に

おいては、当該見直し後の利率）

償還の方 法

起債のときから据置期間を含め、

３０年以内に元利均等額、元金均

等額、満期一括額のいずれかの方

法により償還する。

ただし、融資条件又は財政の都合

その他によっては繰上償還をする

ことができる。

そ の 他

金融事情その他の都合により、起

債額の全部又はその一部を翌年度

に繰越起債することもある。合 計 ２ １７８ ０００


